
 

貸借対照表 
（2023年 3月 31日現在） 

(単位：千円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流動資産 29,313,226 流動負債 10,689,435 

現金及び預金 8,514,754 支払手形 410,973 

受取手形 117,847 買掛金 4,203,176 

売掛金 11,498,394 1 年以内返済予定の 

長期借入金 
2,000,000 

商品 5,279,582 

製品 1,995,107 リース債務 310,083 

仕掛品 321,105 未払金 1,531,379 

原材料 865,115 未払費用 80,232 

貯蔵品 22,190 未払法人税等 615,187 

前渡金 136,427 前受金 118,042 

前払費用 22,463 預り金 17,712 

その他 540,236 賞与引当金 528,621 

固定資産 86,485,642 その他 874,026 

有形固定資産 6,291,407 固定負債 84,782,705 

建物 2,684,805 長期借入金 68,000,000 

構築物 91,873 リース債務 794,652 

機械及び装置 1,573,327 繰延税金負債 15,945,292 

車両運搬具 607 資産除去債務 6,602 

工具器具及び備品 114,936 その他 36,159 

土地 1,783,988 負 債 合 計 95,472,141 

建設仮勘定 41,867 純 資 産 の 部 

無形固定資産 80,079,914 株主資本 20,326,727 

のれん 27,146,642 資本金 100,000 

ソフトウェア 247,456 資本剰余金 18,298,058 

製造販売権 52,676,138 資本準備金 100,000 

その他 9,676 その他資本剰余金 18,198,058 

投資その他の資産 114,320 利益剰余金 1,928,669 

投資有価証券 287 その他利益剰余金 1,928,669 

その他 114,033 繰越利益剰余金 1,928,669 

  純 資 産 合 計 20,326,727 

資 産 合 計 115,798,868 負債･純資産合計 115,798,868 
 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

損益計算書 
 
( 

自 2022 年 4月 01 日 
) 

至 2023 年 3 月 31 日 

 （単位：千円） 

科      目 金      額 

   
売上高  30,085,309 

売上原価  16,519,287 

売上総利益  13,566,022 

販売費及び一般管理費  11,359,998 

営業利益  2,206,024 

営業外収益   

受取利息 80  

受取奨励金 5,080  

受取損害賠償金 1,389  

その他 1,912 8,461 

営業外費用   

支払利息 963,289  

支払手数料 31,280  

その他 19,854 1,014,424 

経常利益  1,200,061 

特別利益   

固定資産売却益 99  

受取保険金 1,007,222 1,007,322 

特別損失 

 

 

  

固定資産除却損 1,416 1,416 

税引前当期純利益   2,205,967 

法人税、住民税及び事業税 615,144   

法人税等調整額 735,409 1,350,553 

当期純利益  855,413 
 
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 
 

個別注記表 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

 

(2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ  

時価法 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商品、製品、原材料及び仕掛品 

移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定) 

② 貯蔵品 

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定) 

 
2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、1998年 4月 1 日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)並びに 2016 年 4 月 1 日以降取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物 15 年 ～ 38 年 

構築物 15 年 

機械及び装置 8 年 

車両運搬具 5 年 

工具器具及び備品 3 年 ～ 10 年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、定額法によって償却を実施している無形固定資

産の耐用年数は、以下のとおりであります。 

のれん 20 年 

ソフトウェア 5 年 

製造販売権 10 年 ～ 25 年 

ソフトウェアは自社利用のものであり、社内における利用可能期間で償却しており 

ます。 



 

 
 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を計

上しております。 

 

4. 収益及び費用の計上基準 

   商品又は製品の販売に係る収益は、主に医薬品の製造等による販売であり、顧客との販売

契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、顧客

が商品又は製品に対する支配を獲得した時点で充足されると判断し、引渡時点で収益を認識

しております。ただし、商品又は製品の出荷時から顧客への支配移転時までの期間が通常の

期間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

 

1． 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1)担保に供している資産 

 現金及び預金 8,513,316 千円  

 売掛金 11,153,639  〃  

 建物 2,655,353  〃  

 土地 1,783,988  〃  

 合計 24,106,296 千円  

 

(2)担保に係る債務 

 1 年以内返済予定の長期借入金 2,000,000 千円  

 長期借入金 68,000,000  〃  

 合計 70,000,000 千円  

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 

 建物 2,322,990 千円  

 構築物 86,431 〃  

 機械及び装置 3,334,611  〃  

 車両運搬具 14,026  〃  

 工具器具及び備品 777,590  〃  

 合計 6,535,651 千円  

 

3. 関係会社に対する金銭債務（区分表示したものを除く）   

 短期金銭債務 18,757 千円  



 

 
 

 

4．コミットメントライン契約 

当社は金融機関とコミットメントライン契約を締結しております。当該契約に係る借入金 

未実行残高は以下のとおりであります。 

借入コミットメントの総額 5,000,000 千円  

借入実行残高 ―   

 差引未実行残高 5,000,000 千円  

 

5．財務制限条項 

長期借入金 70,000,000千円(1年以内返済予定の長期借入金 2,000,000千円を含む)には以

下の財務制限条項が付されており、財務制限条項に抵触した場合には、多数貸付人の請求に

基づくエージェントの通知により、当社は期限の利益を失い、直ちに債務の弁済をしなけれ

ばなりません。なお、2023年 3月 31日現在、以下の財務制限条項には抵触しておりません。 

(1) 各中間期末及び本決算期末におけるネット・レバレッジ・レシオにおいて、2期連続で下記

期間毎に定められた数値を超えないこと。 

 

 

対象期間 ネット・レバレッジ・レシオ 

2023 年 3 月期 6.25 

2023 年 9 月期 5.95 

2024 年 3 月期 5.65 

2024 年 9 月期 5.45 

2025 年 3 月期 5.25 

2025 年 9 月期 4.95 

2026 年 3 月期 4.65 

2026 年 9 月期 4.45 

ただし、持株会社の東京証券取引所への上場が承認された場合は、下表の通り適用ネット・

レバレッジ・レシオが緩和されることとなっております。 

 

対象期間 ネット・レバレッジ・レシオ 

2023 年 9 月期 6.90 

2024 年 3 月期 6.60 

2024 年 9 月期 6.30 

2025 年 3 月期 6.10 

2025 年 9 月期 5.80 

2026 年 3 月期 5.40 

2026 年 9 月期 5.20 

 

なお、ネット・レバレッジ・レシオとは、以下の算式で算出されるものをいいます。 

対象期間末のネット有利子負債残高（有利子負債残高-現預金及び現金同等物残高）÷ 対象期

間末を終期とする過去 12 ヶ月間の EBITDA* 

* EBITDA = 営業利益 + 減価償却費 + のれん償却額 + 長期前払費用償却費 + その他償却

費 + 契約で定める一過性費用 + 減損に伴う損失 + 売上割戻等控除額 ±決算調整に係る



 

 
 

その他の項目 + エクイティキュア出資相当額（1回目及び2回目のエクイティキュア出資に限

る。） 

 

(2) 本決算期末における連結ベースの当期純利益（当期純利益については、一時的に発生する

費用を加算するものとする。）が赤字となる状態が2期連続しないこと。 

 

(3) 本決算期末の連結ベース及び借入人の単体での貸借対照表上の純資産勘定を正の値に維持

すること。 

 

(4) エクイティキュア出資は、通算して 3 回を上限とする。 

 

 

 

税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産    

 未払事業税 55,948 千円  

 研究開発費 979,651 〃  

 未払費用 26,525 〃  

 賞与引当金 182,902 〃  

 建物等評価損 247,346 〃  

 棚卸資産 51,296 〃  

 未払金 33,578 〃  

 その他 72,999  〃  

繰延税金資産合計 1,650,250 千円  

    

繰延税金負債    

 製造販売権 △17,086,384 千円  

 土地評価益 △509,158  〃  

繰延税金負債合計 △17,595,542 千円  

     

繰延税金資産（△は負債）の純額 △15,945,292 千円  
   

 

 

  



 

 
 

関連当事者との取引に関する注記 

 

1. 親会社 

種類 会社等の名称 議決権等の
所有(被所
有)割合(%) 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
(千円) 

科目 期末 
残高 
(千円) 

親会社 
 

あゆみ製薬ホー
ルディングス株
式会社 

被所有 
直接 100% 

担保の被提
供 
被債務保証 
役員の兼任 

当社の銀行借入に
対する担保の被提
供（注1） 

21,105,573 ― ― 

当社の銀行借入に
対する被債務保証 
（注2） 

70,000,000 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） 1. 担保の被提供資産の内訳は下記のとおりであります。 

 現金及び預金 72,059 千円  

 関係会社株式 21,033,514  〃  

 合計 21,105,573 千円  

なお、保証料の支払は行っておりません。 

 

2. 当社の銀行借入に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っており

ません。また、取引金額は当事業年度末の借入金残高を記載しております。 

 

 
１株当たり情報に関する注記 

   

１株当たり純資産額 0円75銭 

１株当たり当期純利益 0円03銭 

 

 

重要な後発事象に関する注記 
 

該当事項はありません。 
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